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研究テーマと著書

〇非正規公務員問題

・『非正規公務員のリアル』（日本評論社、2021年）

・『官製ワーキングプアの女性たち』

（共著、岩波ブックレット、2020年） 

・『非正規公務員の現在』（日本評論社、2015年）

〇貧困・格差と地方自治

・『格差に挑む自治体労働政策』（編著、日本評論社、2022年）

・『未完の公共私連携～介護保険制度20年目の課題』

（編著、公人の友社、2020年）
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１ビジネスと人権指導原則における政府の役割
（１）ビジネスと人権指導原則

○2022年９月13日、経済産業省は、企業がサプライチェーン（供給網）上で起きる人権侵害を

把握し、改善に取り組む「人権デューデリジェンス」（人権DD、当然に実施すべき義務）の指針案

を公表（2023年4月4日確定）。

〇人権DDとは、

・対象は、中小企業を含め日本で事業活動をするすべての企業

・調査範囲は、原料や部品を調達する2次以降の取引先や下請けを含めたサプライチェーン全般。

・目的は、人権侵害のリスクがないかを調べ、防止や対策の実施を促すもの。

○人権DDの淵源は、2011年に国連人権理事会が全会一致で定めた「ビジネスと人権指導原

則」。

・企業活動による人権リスクを最小化することは、人権を保護する国家の義務で、人権を尊重する

企業の責任。



１ビジネスと人権指導原則における政府の役割
（２）「ビジネスと人権」をめぐる主な動き 



１ビジネスと人権指導原則における政府の役割
（３）欧米諸国の主な動き 

〇 EUでは、それまで企業の自発性に委ねていた人権DDを義務化（2022年2月欧州委員会

コーポレート・サステナビリティ・デュ―デリジェンス指令案）。

〇2015 年イギリス現代奴隷法 奴隷労働や人身取引等根絶のための対処策を公表を義務付け。

〇2017年フランス「親会社および発注会社の注意義務に関する法律」成立。

EX）中国・新疆ウイグル自治区での人権問題をめぐり、ユニクロのフランス法人など4社に対して、人

道に対する罪に加担した疑いで仏検察が捜査を始める。

〇2019年オランダ 「児童労働サプライチェーン法」 オランダ発「トニーズ」の衝撃

HTTPS://YOUTU.BE/FAKM5WDXVYA

〇2021年ドイツ「サプライチェーンにおける企業のデューデリジェンスに関する法律」成立。

ノルウェー「透明性・基本的人権およびディーセントワークに関する法律」、

〇2022年6月、アメリカ「ウイグル製品輸入禁止法」施行。

https://youtu.be/FAkM5WdxVYA


１ビジネスと人権指導原則における政府の役割
（４）人権DDとは （ガイドラインより）

①人権 DD 企業が、自社・グループ会社及びサプライヤー等における人権への負の影響を特定し、防止・軽減し、

取組の実効性を評価 し、どのように対処したかについて説明・情報開示していくために実施する一連の行為。ステーク

ホルダーとの対話を重ねながら、人権への負の影響を防止・軽減するための継続的なプロセスである。

② 「人権」の範囲 国際的に認められた人権。国際人権章典で表明されたもの、及び、「労働における基本的原則

及び権利に関する ILO 宣言」に挙げられた基本的権利に関する原則。 

具体的には、強制労働や児童労働に服さない自由、結社の自由、団体交渉権、雇用及び職業における差別か

らの自由、居住移転の自由、人種、障害の有無、宗教、社会的出身、性別・ジェンダーによる差別からの自由等への

影響。

③ 把握すべき人権侵害リスク 負の影響範囲

自社・グループ会社及びサプライヤー、工事請負先・委託先・調達先企業やそのサプライチェーンで発生する賃金の

不足・未払、労働安全衛生の不備、過剰・不当な労働時間、社会保障へのアクセス拒否、労働組合活動の妨害

等の結社の自由違反、表現の自由違反、居住移転の自由の束縛、さまざまなハラスメント。プライバシーの権利侵害、

救済機関にアクセスする権利の侵害など幅広い。

例）米国国務省が 人身売買だと酷評した技能実習制度は、ガイドラインで、人権リスク。



よくある勘違い。
Ｑどのような人権侵害が経営に影響を与えますか？
Ｑ自治体行政のなかでは、直接、人権侵害を犯すような
事業はほとんどない。だから行政に与える影響は少ない
のでは？
Ａ国連「ビジネスと人権」指導原則やガイドラインにお
ける対応の優先順位は、事業上の重要性ではなく「深刻
度」による。つまり、人権DDの目的は経営リスクの低減
ではなく、人権への負の影響を軽減することなのである。
（ガイドライン4.1.3.2）



１ビジネスと人権指導原則における政府の役割
（５）国際労働基準

※TPPを含む自由貿易協定・経済協力協定の356のうち

113協定で労働条項あり。労働条項とは、ILO中核的労働基準。

環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）労働条項→



１ビジネスと人権指導原則における政府の役割
（５）国際労働基準

○中核的労働基準 4分野・8条約

結社の自由・団体交渉権の承認

結社の自由及び団結権の保護に関する条約（87号）

団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約（98号）

強制労働の禁止 

強制労働に関する条約（29号）

強制労働の廃止に関する条約（105号） 2022年に日本はようやく批准 公務員のスト先導への懲役刑を見直し

児童労働の禁止

就業の最低年齢に関する条約（138号）

最悪の形態の児童労働の禁止及び廃絶のための即時行動に関する条約（182号）

差別の撤廃

同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約（100号）

雇用及び職業についての差別待遇に関する条約（111号） 未批准 公務員の政治的意見表明の制限



１ビジネスと人権指導原則における政府の役割
⑹事業主として、公共調達主体として 国・自治体政府の役割
※事業主としてはもちろんのこと、公共調達主体としての役割

○2011年 国連「ビジネスと人権指導原則」における中央・地方政府の役割

原則６ 「国家は、国家が商取引をする相手企業による人権の尊重を促進すべき」と規定

公共調達を通じて、企業が人権重視の姿勢に転換することを奨励これを受け、

○EU公共調達指令（2014年2月大幅改正）

各国・地域の公共調達・契約ルールにおいて環境、社会、イノベーションといった価値を政策目

標とする。具体の公共調達契約に、国・自治体の発注者は、発注基準や履行条件に社会的・

環境的要因を盛り込み、あるいは社会的、環境的特性を示す認証やラベルの確認を求める。

○2021年秋 イギリスで開催された主要7カ国貿易相会合の強制労働に関する声明

政府自身が公共調達や公的資金プロジェクトの評価に国際労働基準の順守を採用することと

した。



○2011年10月 朴元淳ソウル市長誕生

「労働尊重特別市、ソウル」

労働政策における自治体の３つの役割

• 使用者としての役割。正当な労働条件で人を雇い地域の模

範となる。（第１の役割）

• 地域最大の調達機関として、賃金相場の下支えをする。

（第2の役割）

・格差により分断された社会を統合するために、労働者市民

の雇用の安定と処遇の改善を進める（第3の役割）

２地方自治体 事業主として、公共調達主体として
⑴ ソウル市「労働尊重都市づくりへの挑戦」



２地方自治体 事業主として、公共調達主体として
⑵事業主としての地方自治体と人権DD

＜再掲＞ ビジネスと人権で順守すべき人権の範囲

「国際的に認められた人権。国際人権章典で表明されたもの、及び、「労働における基本的原則及び

権利に関する ILO 宣言」に挙げられた基本的権利に関する原則。 具体的には、強制労働や児童労

働に服さない自由、結社の自由、団体交渉権、雇用及び職業における差別からの自由、居住移転の

自由、人種、障害の有無、宗教、社会的出身、性別・ジェンダーによる差別からの自由等への影響」

これって、どうなのか？

１．ILO中核的労働基準を批准できない、公務員の非人権状況。

２．公務員採用の国籍条項。

３．LGBTーSOGIに係る職員に対する差別的取り扱い

EX）同性カップルに対する福利厚生の取り扱い

EX）誰でもトイレ（多目的トイレ）があるのか



２地方自治体 事業主として、公共調達主体として
⑶公共調達主体として工事請負・業務委託先企業の人権

状況を把握しているのか
＜再掲＞ 人権DDで、人権状況を把握すべき範囲

自社・グループ会社及びサプライヤー、工事請負先・委託先・調達先企業やそのサプライチェーンで発生する賃金の不足・未払、
労働安全衛生の不備、過剰・不当な労働時間、社会保障へのアクセス拒否、労働組合活動の妨害等の結社の自由違反、表
現の自由違反、居住移転の自由の束縛、さまざまなハラスメント。プライバシーの権利侵害、救済機関にアクセスする権利の侵
害 → 新規挿入）工事請負の場合では、公共工事の元請けだけでなく、重層下請けに雇用されるすべての労働者に及ぶ。

１．工事請負事業に従事する外国人労働者の人権はどうなっているのかを調べる必要はないのか。

２．協定締結企業に、人権侵害事例はないのか。

例）DHC 在日コリアン差別事件 21自治体が災害時のサプリ提供協定。

「化粧品会社ディーエイチシー（ＤＨＣ）がホームページに吉田嘉明会長名で在日コリアンを差別する文章を掲載していた問題
で、平塚市と松田町は、同社との連携協定を解除した。平塚市によると、同社に対し、文章掲載から削除に至った経緯の説明、
再発防止策をホームページで示さない場合、連携協定を破棄する旨を文書で通知していた。同社から「見解をホームページに出
せない」と回答があり、十四日付で解除した。市は協定に基づき、同社と協力して妊婦の栄養指導などをしてきたが、今後は同
社と関係なく、啓発を続けるという。 松田町は十九日付で協定を解除した。二〇一六年十二月に県内の自治体で初めて、災
害時の物資支援を含む包括連携協定を締結。毎年数十人の妊婦にＤＨＣの葉酸サプリを配るなどしてきたが、六月議会で協
定破棄を求める決議書が可決され、協定を解消した。（東京新聞21年7月28日）



３行政契約・入札を通じた人権DDの取り組み
（１）契約上の措置

〇どうやって、人権DDを実施していくのか？→契約上の措置

「取引先に対して自社の調達指針を遵守する義務を課したうえで、義務の不履行が確認された場合には改善措置の
実施を要求し、最終的な手段として取引の停止を設定」（ガイドライン：23）。」＝契約上の義務を課す。守られない場
合は、契約解除、取引停止。

①具体的には、商品等の調達主が、児童労働や強制労働といった人権侵害を排除する旨を書き込んだ取引行動規
範＝コード・オブ・コンタクト（COC）を策定し、サプライヤーにその遵守を求める。（木戸（2023）:29）

②契約書に当該COCを添付し、契約の相手方である売主がこれに変更を加えることなく承諾すれば、商品を提供す
るにあたって人権侵害状況を作出しないことは当然に契約内容に包含される（木戸（2023）：29）

〇効果

買主が人権に配慮して生産された大麦であることを期待して、そうでない大麦より高額な代金を支払うことに合意し
ており、また、特定の市場において通常より高値で流通することが予定されていた事案において、ドイツの裁判所は、
引き渡されるべき大麦の価値は通常の大麦に比べて2倍以上の価値があったことを認めた。大麦としての品質に問
題はなかったものの、生産過程における違反が目的物の経済的価値を下げることが認められたのである（木戸
（2023）：31）



〇公共工事請負契約等の契約は、相手方の一方が行政のなので、行政契約と
いう。ルールは民法上の措置。
〇チェーンリーダーである地方自治体が、工事や委託等の請負業務実施過程に
おいて、相手方事業者が社会的責任を果たすべく、取引行動規範＝コード・オ
ブ・コンタクト（CoC）を策定し、請負契約書において、その遵守を求める。
○公害防止協定 最判平２１・７・１０
福岡県産廃処分事件
判旨：公害防止協定は（行政）契約

使用期限は、事業者の約束
事業者は約束を守れ。

⇒ 使用差し止め

３行政契約・入札を通じた人権DDの取り組み
（２）実践にて証明済みの行政契約の活用



〇公契約条例の仕組み
・公契約条例が適用される特定契約には、契約書に特約条項を
付ける。・・・CoCとは、この特約条項のようなもの。

 野田市公契約条例に係る特約条項
 （工事又は製造の請負の契約）

 （総則）
第１条 発注者及び受注者は、野田市公契約条例（平成２１年野田市条例第２５号）（以下「条例」という。）に基づき、
この特約条項及び野田市公契約条例の手引（以下「特約条項等」という。）に従い、当該工事を履行しなければならない。

２ 条例の規定を履行するために必要な一切の手段については、特に定めがない場合を除き、特約条項等に定める。
３ 受注者は、当該工事の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはいけない。
４ 特約条項等に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければならない。
５ 発注者が受注者に対し、条例の効果と条例で設定している賃金水準の適正性について検証するため、条例の適用を受
ける労働者（以下「適用労働者」という。）の契約締結前の賃金等の状況をはじめ、契約締結後に賃金が変動した場合に
はその理由について調査を行う。受注者は調査に協力するとともに、当該工事の一部を下請負者に請け負わせる場合にお
いては、下請負者に対しても協力するよう周知しなければならない。

３行政契約・入札を通じた人権DDの取り組み
（２）実践にて証明済み 公契約条例の活用



３行政契約・入札を通じた人権DDの取り組み
（３）入札制度の活用

← これだけですか？

これで、チェーンリーダーとしての

義務を果たしていますか？
〇2020年10月に取りまとめられた「「ビジネスと
人権」に関する行動計画」の「人権を保護する国
家の義務に関する取組」の「公共調達」

・障害者優先調達推進法に基づく取組、

・女性活躍推進法第24条に基づく公共調達に関す
る取組、

・暴力団排除に関する取組、

・公共工事の品質確保の促進に関する法律に定め
られた既存政策を羅列。

※人権重視の公共調達ルールへの見直しには至っ
ていない。



３行政契約・入札を通じた人権DDの取り組み
（３）入札制度の活用

１ 入札参加資格の活用

● 競争入札における入札参加資格の消極要
件 自治令167条の４第２項 不適正行為者等
の競争入札からの排除

例）高橋茉莉さん過労自殺事件と電通の指名
停止・公表

例）横浜市一般競争参加停止及び指名停止
等措置要綱

①事故等に基づく措置 に関して、安全管理措

置の不適切により生じた公衆損害事故や関係
者事故は２週間以上４ か月以内の停止

②不正行為等においては、労働委員会又は裁
判所において不当労働行為があったと認定さ
れ、その効力が確定したときは、１か月以上３
か月以内の入札参加停止

● 競争入札参加に係る必要な資格
の積極要件 自治令167条の５、自治
令167条の５の２

社会的価値を推進する企業等を契
約の相手方として相応しい者として優
先

●総合評価入札方式 自治法234条た
だし書き、自治令167条の10の２

価格と価格以外の条件を総合し、自治
体にとつて最も有利なものを落札者



おわりに 取引停止は最後の手段という難しさ

新規挿入 どこから手をつける？
●工事請負・委託請負事業に従事する労働者の苦情
申出窓口を設置する。
●申出があった場合、発注者の自治体からの調査に
応じることを請負事業者に義務付ける。
●調査の結果に基づき、是正勧告し、是正状況の報
告を求める。
●以上を、CoCに記入し、契約書に添付する。
●上記を、改正・制定公契約条例に書き込む。

参考資料
木戸茜「『ビジネスと人権』の視点がもたらす契約法学
へのインパクト」『ジュリスト』(1580)2023・2、pp27-33
「責任あるサプライチェーン等における 人権尊重のた
めのガイドライン」（令和 4 年 9 月）」内閣府ビジネスと
人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策
推進・連絡会議 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/business_jinken/dai
6/siryou4.pdf

取引停止、指名停止しても、人権侵害状況は
残る。
人権DDの目的は、人権侵害状況の是正。

サプライチェーン・リーダである大企業や地方
自治体は、是正責任がある（CSR）。

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/business_jinken/dai6/siryou4.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/business_jinken/dai6/siryou4.pdf
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